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　日本はヨーロッパよりも10年遅れて成熟杜

会に入り、若者の企業への就職の意識が急激

に変りつつある。また日本型経営の神話が崩

れ、中高年は否応なく、自分の人生の再設計

をする必要に迫られている。

　11月に来日するジェームス・ロバートソン

のこの論文は、1984年のロンドン・サミット

を機会に、近い将来、雇用労働に依存する経

済体制が活力を失うことを予測し、「オウン

ワーク（Ownwork，自分自身の働き方）」の社

会的登場の必然性と意義を説き、その組織化

の推進とそのための政策を提案したものであ

る。今日の日本の現状に照らして、16年前の

予見の正しさがわかるであろう。この論文の

ごく最初の部分は、訳本「生命系の経済学」

（御茶の水書房、1987）の第6章に収録されて

いるが、全体とくに政策の部分は紹介されて

いない。

　ここに本論文を新しく全訳紹介する目的は、

第一に、当時、日本でも出発していたワー

カーズ・コiプ（コレクテイブ）の世界的意

義を、日本の労働界はもちろん、国会、政府、

経済界、ジャーナリズムなどに広く認識して

もらうためである。日本でここまで発展して

いるワーカーズ・コープについては、まずそ

の貢献を杜会的に認知し、法的整備をいそが

なければならない時代が既にきていることを

言いたい。

　第二に、新しい働き方の推進には、法制化

だけではなく、多面的な政策の見直しが必要

になる。それがまた、日本の制度疲労した経

済と杜会を建て直す契機になることを主張し

たい。この論文は関連するオルタナテイブな

政策のヒントをたくさん提供している。ワー

カーズ・コープ（コレクティブ）はあたらし

い政策提案をするだけの経験と資料を蓄積し

ているので、ワーカーズ・コープ（コレクテ

イブ）白身が本論文に触発されて、建設的な

諸提案をするように促すのが、もうひとつの

目的である。

1．はじめに

　イギリスでは今日（1984）、数百万人が失業

している。1984年6月に開催されたG7サミッ

ト国の失業者は数千万人にのぼっている。第3

世界の国々では、状況はもっと悪い。I　L　O

の1982年の推定によると、2000年までに世界

的規模で完全雇用を達成するには、10億の新

規就労を見込まなければならない。I　L　O会
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長は「従来の雇用形態では、完全雇用はあり

えないことを良く理解しなければならない」

と言う。

　実際、従来型の経済専門家や政治家は、あ

れこれの政策によって長期的には完全雇用を

回復できると、自信なげに主張している。し

かし、その主張はますますユートピア的な希

望的観測にすぎないものになってきている。

省力技術の影響や国際貿易の圧力、さらに公

共事業にたいする納税者の拒否感の強まりに

よって、経済成長は望ましい点があるとして

も、失業をかかえた成長になる可能性が次第

に明らかになってきた。

　現在の雇用労働は、奴隷時代の奴隷労働が

そうであったように、きっと不経済なやり方

で重要な仕事をさせるものとなるであろう。

眼の前に長期にわたる高い水準の失業があり、

さらに、完全雇用はもはや戻ってこないと見

るほうが、現実的で貢任感のある見透しであ

ろう。現実的で責任感のある指導者ならば、

この事態を考慮した行動をしなければならな

い。

　その正しい政策とは実際的であると同時に

ヴィジョンのあるものでなければならない。

いま必要なことは、将来も失業が続きそうな

事態に直面している幾百万の人々を安心させ

る実際的な行動である。職業倫理を宣伝し基

礎所得と仕事とのリンクを言ってはいるが、

幾百万の人々を失業状態においている杜会は、

その人々と杜会自体を傷つける。実際的行動

はまた同時に将来展望を与えるものでなけれ

ばならない。すなわち失業の当面の問題を解

決する方策は、従来の雇用形態とは異なる働

き方を組織する方策の一段階でなければなら

ないのである。

　公式の経済サミットは貢任のある実際的な

指針、換言すれば世界的規模の高い失業率と

将来の労働問題を効果的に解決する現実的な

政策とヴィジョンを提供できそうにもない。

「もうひとつの経済サミット」（TOES）の目的

の一つは、これを正すことである。この論文

はそれに貢献することを目的にしている。

2一将采の3つの働き方

　将来の働き方については3つの異なる見方が

ある。第1の働き方のキーワードは「雇用され

る労働」である。第2の働き方のキーワードは

「余暇としての労働」である。第3の労働の

キーワードは、「自分の労働」（Ownwork）で

ある。

「平常どうりの営業」（Business　AsUsua1）観に

立つと、雇用労働は普通の働き方として今後

も続くであろうし、現金収入は雇われて稼ぐ

ことになる。雇用労働の形態はすべての先進

工業国で工業化時代から組織され、所得を支

給する方式であった。この考え方は左右両翼、

中道派の間で今日なお続いている論争にも反

映している。その論点は完全雇用が復活する

か否かではなく、いかにして完全雇用を復活

するかにある。それは先進工業国では労働時

間を短縮し、製造業部門の雇用を情報、知識、

サービス部門が求める職務に移すことができ

るという前提に立っている。驚くにあたらな

いことだが、学界にこの見解を支持する者が

多いのは、教育こそは将来の雇用の成長部門

の一つと考えているからである。さらに希望

的観測として、先進国の完全雇用と経済成長

の復活は第3世界のための市場を拡大し、第3

世界の雇用機会を拡大するという考え方があ

55



海外o文＆レポート

る。「平常どうりの営業」観に立って、将来の

労働も雇用形態が続くという見方は第一ブラ

ント報告にもあって、世界の経済問題を南北

の相互利益になる形で解決する提案の土台に

なっている。

　第2の見解はポストエ業社会についての超成

長論者（Hyperexpansionist一一HlE）のビジョンに

基づいている。HlEのビジョンでは、工業化時

代を通じた発展傾向は、これからも強化され

加速すると見るのである。技能の優劣差、中

核労働者と周辺労働者の差は拡大して、少数

市民の雇用だけで済むようになるというので

ある。少数市民は高度の技能をもち、責任の

重い仕事に就き、尊敬され、エリート・テク

ノクラートとして高給を取り、オートメエ場

を運営し、宇宙ステーションを軌道にいれ、

知識の最前線で研究活動を行ない、自動化れ

た金融、通信、教育、保健、福祉サービスを

運営するために雇用される。その他の人間は

やり甲斐のある有用な仕事がなく、「余暇」の

生活をおくることになる。典型的な前期工業

社会と対比すると、少数の卓越した雇用主と

多数の低劣な雇われ者とへの分裂は、いわゆ

る余暇社会では、卓越した少数の労働者と低

劣な多数の怠け者への二極に分解される、と

いうことになる。この見解は第0世界の将来の

労働については、言及していない。

　将来の労働の第3の見方は、ポストエ業杜会

についての別のビジョンの一部であるが、新

しい発展傾向に着目した場合、工業時代の傾

向が今後も継続するとか加速するとは考えら

れないとしている。この案は健全（Sane）、人

問的（Humane）、エコロジー的（Eco1ogic刎）、

つまり略称、SHEビジョンというもので、工

業時代よりも、人問的成長、社会正義、エコ

ロジーの持続可能な発展に高い優先順位をお

くものである。

　現在の工業国に関しては、杜会の分権化が

進み、次の社会では自分のために役立ちやり

甲斐のある仕事を選ぶ人が増えて来ると予想

している。働く人と余暇生活をおくる人とへ

の分解に替わって、多くの人々にとっては労

働と余暇が一つになると見るのである。専門

家がすべてを取り仕切る超サービス社会にな

るのではなく、自助と共助の社会に移行し、

自分の労働と生活を自分の意志に従って行な

う人が増えてくる。工業化初期の時代の技術

発展には中央集権化を促す傾向があったから、

自分自身の仕事を管理する能力を奪われ、地

域経済の自立性を奪われた人が多く出たが、

現在の技術の発展はそれとは異なる方向に向

かっている。エネルギー、食糧生産、調理、

情報技術（パソコンなど）、建築、配管、装飾、

電気工事、家具、衣料部門では一ハードウ

エア部門でさえ小型で安価な多機能のロボッ

トを装備し一一技術が進み小型化したので、

生産的な労働を家庭や近所に持ち帰り、地域

の二一ズに合った労働ができるようになって

いる。ポストエ業杜会は雇用杜会や余暇杜会

ではなく、「自分の働き方」をする杜会となる

であろう。

　第3世界の国々については、中央集権的な

「浸透」発展（’’tricMe－down’’：先進国の発展が

低開発国の発展を促し平等化が進む）の戦略

が進まず、フォーマル経済で完全雇用が達成

するというユートピア的な希望とは別のもの

になると、S肥ビジョンでは予想する。「異な

る道」とは、地域の民衆が内発的発展の能力

を身に付けること、経済的自立を促すこと、

商品輸出と商業的作物への依存を減らすこと
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を最優先する道である。第3世界では先進工業

国と同様に、将来の労働の基本的な形は、民

衆自身が管理できる小規模技術の採用を増や

していくことになる。

　SHEビジヨンの予測によれば、先進工業国

でも第3世界でも、あらゆるレベルー家庭、

地域、地方、国一で、経済自立の拡充を目

指す発展方向が強まることになる。国際経済

にかんしては、従前の労働の国際分業の深化

ではなく、また主食やエネルギーなどの基本

物資の国際的依存とは逆の方向になるのであ

る。SHE案に賛成する人たちは、この流れに

は、さらに国際的緊張や将来の紛争を減らす

利点があると考える。

3．新しい政策への取り組み

　将来の3つの働き方にのうち、どれが最善で

あるかと言うよりは、どれが現実的であるか

を考えてみよう。実際の働き方には3つのすべ

ての要素が含まれると言うのが現実的な答え

であろう。ある程度、労働は雇用の形で組織

され、現金収入は雇用と結びついた稼ぎとな

るであろう。ある程度、技能格差の拡大、余

暇の一般的な増加、職業と収入の関連の弱ま

り傾向は続くであろう。そしてある程度、地

域経済は復活し、自営する仕事が増加し、労

働と余暇の区別は暖味になるであろう。将来

の労働と失業の問題に現実的に取り組むには、

これらの要素を全て考慮しなければならない。

次に、それを確実に実施するための一連の政

策を要約しよう。

　しかしながら、3つの働き方のうちどれがも

っとも希望のある働き方かと云うと、第3の働

き方、すなわち自分自身を中心とした働き方で

あるSHE案を重視しなければならない。SHE

の方向を採れば、仕事がないのにすべての人

に働らけと説教する「平常どうりの営業」杜

会の悲劇を回避し、また優れたエリート労働

者が「ダメな怠け者」大衆を支配するHE社会

の弊害を避けることができる。そのうえ、将

来の働き方の実際の姿は、SHE案に近いもの

となると見るのが安全な予測である。これは

一部、負の理由からであるが、組織労働と賃

金所得と福利厚生の給付による、現在の中央

集権的な雇用べ一スの道は崩壊し始めている

からである。「平常どうりの営業」とHE案は

これにたいしてどのような救済策を提供でき

るかが分らないのである。その反対に、SHE

案にはそれを支持する積極的な理由がある。

その一つは、すでに述べたように、技術の新し

い分野がSHE案の方に進んでいるし、民衆の

価値観もこの方向に変化していることである。

　次図の4つの経済セクターを見れば、家族と

地域のレベルの経済の回復が工業国に明るい

見透しを与えることがわかるであろう。

資本集約型

大規模生産
大規模サービス

地域中小企業

家族・地区部門

図・経済の4部門

57



海外倫文＆レポート

　第1セクター（資本集約、オートメ、大量生

産部門）の雇用は減少傾向にある。この部門

の事業が国際競争下にある場合には、生産性

の向上を続行しなければならない一これはこ

の部門の雇用が減少傾向を続けることを意味

している。国際競争下にない場合には、その

部門自体で雇用がさらに減る事態を表わして

いる。

　第2セクター（大規模サービス部門）の雇用

も増えるよりは、やはり減ると思われる。5～

10年以内に金融業で進むオフィス・オート

メーションや構造改革によって、銀行、保険、

商業部門では雇用が減り、公的予算の削減に

よって、教育、保健のような国家の公共サー

ビスの増員ができなくなる。

　第3と4のセクター（地域と家族の部門）は

仕事が潜在的に成長する分野として残る。こ

れらの部門の新しい仕事によって、小企業で

の在来型の雇用が増えれば、医師、弁護士な

どの専門職の集団や商人などの自営業の仕事

が増えるであろう。それはまたコミュニテ

ィ・ビジネスやコミュニティ組合のような地

域活動や地域企業全体の発展を呼ぶことにな

る。その場合でも、コミュニティ・ビジネス

やコミュニティ組合というものは、企業とし

て成り立たなければならないが、常識的に言

って地域経済を独占するおそれはない。これ

と同様に、家庭や生活班の自家消費によって

物資とサービスの自給が増える。換言すれば、

後述するインフォーマルな経済が大きくなる

のである。

　地域や家計部門の有用労働が拡大すれば、

第1、第2セクターの大規模組織による雇用労

働への依存が減るし、また物資やサービスの

面でもそれらの大企業や公共支出への依存が

減ることになる。この依存が減少することは、

二重の意義がある。第1に、現在、地域経済と

家庭経済は、白分たちの手の及ばない雇用組

織や杜会福祉団体から見放された結果として

失業や不況に見舞われているのであるが、こ

れからは自分たちの地域や家族の福祉に直接

的にかかわることができるようになる。第2に、

地域や家族が日常的な労働とサービスを白ら

賄うことができるようになるので、第1、第2

セクターの組織はいままで地域や家庭に提供

していた労働とサービスから解放され、自分

たちの固有の分野で効率をあげることができ

るようになる。このことは、国際経済市場で

競争している企業にも、また自助や共助では

できないハイテク医療サービスのような面倒

な社会サービスに従事している団体について

もあてはまることである。換言すれば、地域

経済と家族（とそれに貢献する労働）の再生

は、間接的ではあるが、国民経済と福祉国家

の大規模な組織のさらなる発展にも基本的に

貢献し、経済全体の効率と国際競争力を向上

させる戦略にも貢献することになるのである。

既成の思想にとらわれた経済・政治学派は、

このことがわかっていない。この論文で最も

力説したいのはこの一点である。次に所得の

問題に移りたい。

4．一連の政策づくり

　この節では、このために必要な一連の政策

づくりを例示しよう。さしずめ工業国の場合

について述べよう。

収入

大抵の先進工業国では、市民が生計を維持

58



するに足る所得の保障を義務づけている。し

かしこの収入の確保は、通常、雇用の対価と

して支給されるのが建て前になっている。失

業手当や社会保障手当の形で国から所得を給

付される人々は、不運な例外として取り扱わ

れている。したがって、これらの手当はほと

んどの場合、受給者には研修やボランテイア

の仕事のような有用な活動に参加する自由を

厳しく制限するという条件が付いている（万

一雇用の機会があったとき、就業の機会を失

うという理由で）。この制度は人々が独力で賃

労働に復帰しようとする意欲を著しく損なっ

ている。この建て前は「雇用機会のない者は

働くな」というに等しい。

　今後10～15年間、高い失業水準が続き、完

全雇用が回復する可能性がまったくないこと

を考慮すれば、この建て前は時代おくれと言

わなければならない。手当の受給者が時間を

有効に使い、自分で新しい収入源を見つける

ことを禁止しないように、制度の改革を今こ

そしなければならない。すでにこのために、

若干の試みが部分的になされているが、弥縫

策にすぎない。この問題の解決には、個人課

税と杜会保障手当を調整して、「基礎所得の支

給」にすることが必要になる。ちなみに「基

礎所得の支給」というのは、すべての市民に

非課税の生活維持費を国から受給する資格を

与え、足りない部分は市民が選んだ他の収入

で補う自由を認めるという政策である。この

構想は、専従的雇用労働から兼業的雇用労働、

兼業的無償ボランテイア労働、そして専従的

無償ボランテイア労働まで、人生の段階に応

じて働き方を変えることができるように、各

人にたいし労働と余暇の選択を柔軟に組み合

わせる道を拓くであろう。

「基礎所得の支給」または「基礎所得の保障」

は一石二鳥、三鳥の効果をあげるであろう。

第1は、杜会的見地から、失業中の人や杜会保

障を受けている人にたいする杜会的偏見を解

消することである。これらの人々は他の市民

と同じく国から保障された基礎所得を受給す

るだけである。それはまた、手当受給者が収

入を稼いだり立ち直ろうとする意欲を失わせ

ているいわゆる「居座り貧乏」をなくするで

あろう。第2は、経済の見地から、基礎所得の

保障によって、雇用主が支払う賃金・給与の

うち生活維持費分が別建てとなるので、労働

市場における自由選択の可能性がひろがり、

国民経済の中に競争が生まれる。第3は、より

広い社会経済的な見地から、基礎所得の保障

によって、多くの人々が地域のボランテイア

活動やボランテイアに準ずる活動に参加しや

すくなるので、自分自身や家族や仲間の福祉

や快適な環境づくりに貢献し、福祉国家への

依存を減らすことができることである。

　投資、資本と土地

　完全雇用政策の時代には、雇用主が宅地、

屋敷、備品、その他労働者の必要とする資本

財を提供することが建て前になってきた。雇

用主団体が就業機会を創出したり維持できる

ようにするために、価格下落の補償金のほか

に投資補助金やその他の融資助成金が交付さ

れている。これらの形態の支援や刺激策は雇

用による労働を優遇し、その他の働き方を差

別するもので、自営業や地域零細企業の復活

を妨害している。これらの支援策を拡大して

白営業や地域の零細企業の生産的投資に向け

るよりも、むしろ全部一緒に廃止すべきであ

る。廃止によって受ける損失よりも、基礎所
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得の支給制度があれば、雇用主がその導入に

よって受ける利益のほうが大きいであろう。

　民衆が望んでいる地域の零細事業への融資

は、中央集権的な金融機関が取り扱わないの

だから、庶民の貯金をこれらへの投資に回す

新しい機構や制度が必要となるであろう。実

際、OECDのような組織は地域で雇用を創出

する新規事業への金融の必要性に着目し始め

ている。資金がなく低所得の庶民が自分たち

の「汗の結晶としての所有権」（Sweat　Equity）

（訳注：廃屋に入居した者が自分で修理し、一

定期間居住するとその人に所有権が移る制度）

を勝ち取る新しい道一たとえば持ち家を建

てたり、新しいコミュニティを作ったりでき

る方策を作り出さなければならない。イギリ

スには現在このような構想としてテルフォー

ド・ニュータウンのライトムーア・プロジェ

クトとミルトン・ケインズのグリーンタウ

ンープロジェクトの二つがある。

　このようなプロジェクトについては、コミ

ュニティ土地トラストとコミュニティ開発ト

ラストによる宅地保有などの新しい形の借地

方式を作る必要がある。もっと一般的に言う

と、働くための土地を必要とする庶民や地場

企業が、自前の土地を入手できる方法を見つ

けなければならない。

　都市計画・住宅建設・地域開発

　現行の都市計画、住宅建設、地域開発政策

は、雇用主の所有する財産によって雇用主が

仕事をさせる建て前になっている。そのため

都市計画では、働く者が自分の家の中などで

仕事をしないように、住居を生産目的に改造

することを規制している。建築家は消費生活

や余暇用の家を設計するけれども、生産的労

働をするスペースは設けることはしない。地

域開発政策では、地域住民がその地域で「自

分の労働」をするのではなく、外部から雇用

主をその地区に誘致するので、地に足のつい

た地域形成ができなくなっている。庶民が自

分の家で自分の地域で自分自身の労働ができ

ることを優先するべきである。

　雇用政策

　従業員が仕事や職場づくりの点で雇用主団

体に依存しなくても済むようにしなければな

らない。たとえば、余剰人貝が自分たちで事

業おこしができるとか、元専従者を一定期間

契約杜員として雇い、顧客の仕事を見けて最

終的に自立できるようになるとか、余剰人員

や定年退職者がボランティア活動に参加でき

るようにすることである。ワークシェアリン

グや兼業機会を男女従業貝に与え、有償労働

と無償労働にも就くことができるようにする。

イギリスにはこのすべての事例がある。小規

模企業での例はすくないけれども。

　余暇

　完全雇用の社会では、労働と余暇は、厳然

と区別されいている。人間は働いていない時

だけレジャーをとることができ、消費者はレ

ジャー用品やレジャー・サービスをレジャー

企業から購入するか、公的予算で提供される

という仮定ができあがっている。したがって、

余暇杜会に賛成の人は、雇用されない人の数

が増加すればレジャーの施設やサービスにた

いする要求が増えると言う。

　しかし、レジャー産業やサービスが手放し

に発展するというのは、幻想的な面がある。

積極的に有用なレジャー活動（ボランテイア
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活動をする）や積極的に出費を節約するレジ

ャー活動（自家野菜の栽培をしたり日曜大工

で家を修理する）、実際に金になるようなレジ

ャー活動ができるようにすることを力説しな

ければならない。換言すると、レジャーが仕

事と余暇の両方を含んだ有用で生産的な活動

になるように、広範囲にわたる新しい政策が

立案されなければならないのである。

　教育と研修

　オーソドックスな意見として、教育と研修

によって職が身に付くようにしなければなら

ないと言われる。たとえば、イギリスで近年

おこなわれている重要な新しい事業は、「若者

研修」、「労働体験」、「能力教育」であるが、

それらはすべて良い雇用労働者を作るための

教育、研修、体験である。

　これはかならずしも望ましいものではない。

雇用の将来展望に立つと、力点をおかなけれ

ばならないのは、雇用されなくても生活がで

き、生産的なレジャーができ、また有用で生

き甲斐のある仕事を自分で創ることができる

ような多様な実技の教育研修でなければなら

ない。「自己実現のための教育」、または「自

立のための協同の教育」こそが何が必要であ

るかを教えるのである。

　保健と福祉

　雇用労働から自分の労働と余暇への移行に

ともない、また地域・家庭部門の経済活動の

復活にともない、保健と福祉が必要になって

くる。

　多くの先進工業国の例によると、従来の福

祉国家はもはや行き詰まりに来ていると思わ

れる。健康の心理的要素を考慮したいわゆる

「オルタナティブな」治療など、自助と共助に

注目した治療と介護に重点を置かなければな

らない。病気の治療や悪化してしまった杜会

問題の改善など後追い措置ではなく、人々が

健康で安心して暮らすことのできる心身の状

態を造り出す方向に切り替えなければならな

い。

　保健政策と杜会政策の切り替えは、脱雇用

の労働形態への移行とそれと同時に進行する

地域と家族の活動の復活によって、直接的に

促進されるのである。

　製晶、原料、テクノロジー

　地域と家族の部門（インフォーマル経済を

含む）が復興し始めると、販路がひろがるの

で、小企業の新しい技術が広範囲に発達し普

及しはじめる。経営コンサル、金融マン、商

工企業家がまずこの分野に入り込み、その他

の目覚めた者があとを追う。そして関係省庁

や研究機関、公共団体が潜在需要を調べて、

必要な技術革新を推進することになる。

　国際的意昧

　これまで述べた主導的な政策が直接的に影

響を及ぼす範囲は、主として国内の雇用労働

と国内経済に限られていた。しかし自立的な

国内経済づくりが進み、第3世界の搾取が減る

と、第3世界が取り組む経済自立の条件づくり

を支援することにもなる。事実、これはかつ

て先進工業国が第3世界にたいして従来型の貿

易と援助で進めたよりも、第3世界の発展に積

極的に貢献することになる。あらゆる分野で

工業国の最新の小規模技術が利用可能になる

からである。これらの技術は工業国内で一般

用に開発されたものであるが、第3世界では在

61



海外倫文＆レポート

来の開発政策にはなかった規模の技術として

活用されるようになる。

　補足

　この論文はTOESのために書いたので、政府

が検討すべき政策転換に重点を置いている。

　ここで重要なことは、脱雇用時代を特徴づ

ける新しい労働形態は、基本的に政府によっ

ては創造できないということである。新しい

労働の形態は民衆のエネルギによって生まれ、

民衆自身の事情と二一ズと価値観に応じて作

られるのである。

　政府の役割は重要であるが、それは主とし

て促進ないし障害の除去にあるのである。た

とえば失業者にたいする所得の給付がそうで

あり、都市計画や住宅政策、地域開発政策に

ついて言うと、現状では人々が生産的で有用

な仕事をしようにもできないため、やむをえ

ず、その結果として、雇用労働に依存してい

ることの背景にある政策が対象になる。政府

の仕事とは、民衆に権限を与え、民衆が依存

を脱皮し、現在よりも事業を起こしやすくし、

経済と福祉の向上を自力でできる新しい機会

と貢任を持たせるようにすることである。

5．労口の属性一再検討

　雇用の時代には、労働のある種の属性は当

然の性質と考えられてきた。しかし現在では

再検討されなければならない。

　依存的活動としての労働

　雇用が労働組織の普通の形態となったのは、

一般民衆が土地から追い出された時代である。

たとえば、イギリスでは17～18世紀の土地の

「囲い込み」によってである。当時、「囲い込

み」が一般民衆の経済的自立の機会を奪い、

かれらが賃労働に依存し、雇主のために労働

をするようにしたことは、良く知られていた。

「これによって社会の下層階級の従属を大いに

確保しよう」としたのである。

　工場制度の導入は労働者から自主性を奪い

取った。たとえば、18世紀初期の織物職人は、

貧乏ではあったが、自分の仕事に貢任を持ち、

他の家族と協調しながら、話をしたり、歌っ

たり、自分たちできめた時間に食事をしたり

して、すくなくとも家族集団で働いていた。

しかるに工場の規則はその全てを禁止した。

　それ以来、科学的管理は仕事場での従業員

の自治を制限することを目的として発達して

きたと言われる。そしていまでは、疑なく、

大抵の人々が仕事を提供する雇用主への依存

を当然のことと考えているようである。18世

紀の庶民たちは賃金労働者になることに反対

して抗議をしたり暴動をおこしたりしたので

あったが、20世紀の労働組合は雇用に依存す

る権利のために抗議やストライキをしている。

　リモート・コントロル下の

　活動としての労働

　雇用時代に個人も家族も自身の労働を管理

できなくなったように、都市も地区も地域も

自分を管理する力を失った。先進工業国でも

第3世界でも、現場労働者は他でなされた決定

に従って動いている。個人も家族も他人が作

った製品やサービスを買うための金稼ぎに依

存するようになったが、それと同様のことが、

地域でもおこなわれている。世界中の市町村
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が弱体化しているのは、地域経済の自給自足

が失われた結果で、個人レベルでも失業すれ

ば経済的に自立ができなくなり弱体化するの

と同じである。

　専門化した活動としての労働

　200年前にアダム・スミスが「国富論」を書

いて以来、専門化は経済の進歩を意味するも

のとして尊敬されてきた。市町村や地域は炭

鉱、製鉄、造船、果樹栽培、コーヒー栽培、

漁業、観光、ガラス製造など、さまざまに専

門分化している。職種は何であれ、専門家と

か専門化した地域は、自分が管理できない経

済の変化に対して弱くなっている。この脆弱

性は現在の世界の経済的、社会的問題の基本

的特徴である。この現象は後者では先進工業

国だけではなく、第3世界でも同じで、その被

害はいっそう大きい。

　人や地域にとっても、経済の専門特化は限

度に近く、すでに限界を越えているものもあ

る。専門化の費用と便益を自給自足のそれと

比較すると、現在では後者のほうが有利にな

る傾向がある。

　遭具化した活動としての労働

　工業化社会の発展につれて、労働は個性が

なくなり、労働の目的は庶民の生活から遊離

してしまった。

　そのひとつの原因は、初期工業化時代の典

型的な技術が分業の発達を要求したことであ

った。分業は大規模な組織に適していた。そ

れは家内労働を工場労働に組み込み、小工場

を整理して大工場に置き換えた。そして鉄道

交通と道路輸送が発達して、長距離通勤が次

第に可能になった。そしてついに後期工業杜

会になると、労働者大衆は家庭や家族、隣近

所、また友人、居住地域と関係のない場所で

また関係のない目的のために、労働生活のエ

ネルギーを使い果たすことを承諾するように

なった。労働は補助手段化し、本来の目的を

失なってしまった。

　雇用労働が道具化した結果、労働者は自分

の労働成果に3つの点で責任感を持たなくなっ

た。3つの点とは、労働を通じて自分自身が成

長すること、他の人の為になること、自然環

境をよくすることである。工業化時代の支配

的な経済思想は、個人の成長の二一ズ、社会

的公正、エコロジーにたいして無関心であっ

たので、支配的な労働形態（雇用）からはこ

れらの要件が無視されてしまった。

　フォーマルな活動としての労働

　工業化以前の祖先は、市場経済がないとこ

ろでは、財やサービスを白給または交換する

ために働いていた。しかしわれわれの時代に

は、賃金労働者として顧客のために働いてい

る。換言すると、労働はインフォーマル（実

質的な）経済からフォーマル（形式的な）経

済に移行したのである。公式化の過程はあら

ゆる分野に貫徹しているので、政治家、経済

専門家、事業家、労働組合指導者、その他、

多くの人々は、雇用形態をとる労働と金銭に

よる取引形態が行なわれるフォーマル経済を

唯一の経済の形と見なしている。

　したがって生産額を表示するには、GDPや

GNPのように、フォーマル経済の貨幣取引額

によって示される。これは投下労働の金額で

計られ、働く人の数は雇用労働に従事する人
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数で計ることになる。過去の経済進歩と将来

の経済事業の目標としてのGDP，GNPの欠点

は、既によく知られるところである。労働に

ついては、有償労働は積極的価値があって、

無償労働は価値がないという誤解である。た

とえば、すべての人が食事を家庭ではなくレ

ストランでしたとしても、これが生活水準や

生活の質の向上を意味するものではないので

あるが、統計では後者の投下労働が大きい価

値を表示することになる。

　国民の経済的、杜会的活動の評価は経済専

門家や会計士や統計官でなければできないと

いう常識は、工業化時代にいろいろの分野で

おこなわれてきた型どうりのいわゆる「デカ

ルト」的考えによるものである。しかし、こ

の数年間、計量化される現象だけが重要であ

るというこの認識方法の悉意性と不合理性は、

医学や科学の分野で批判され始めた。これと

軌を一つにして、この数年、われわれの実際

生活は、インフォーマル経済とフォーマル経

済との二重経済で行なわれること、フォーマ

ル経済以外に自分と他人のためにすることに

意義があること、また将来、インフォーマル

部門の活動が経済的杜会的進歩と労働にとっ

てもっとも重要で発展する分野であることを

悟る人が増えてきた。

　男性の活動としての労働

　雇用形態の普及とともに、男性の仕事と女

性の仕事の亀裂が深まった。雇用が19世紀と

20世紀の労働の支配的な形態になったので、

父親は外で働き、母親は家庭で主婦業に専念

することになった。生活のなかで金銭の力が

大きくなるにつれて、賃金を持ち帰る男性の

労働の方が女性の無報酬労働よりも地位が上

になった。その結果、女性から雇用の男女平

等の主張が出てきて、現在では有償労働にか

んしては女性にたいする公正な扱いがなされ

るようになった。しかし男女平等はまだ不十

分で、大抵の男性にとっては無償の家事・育

児労働を公正に分担することは気の重い不得

意な仕事である。真に重要な仕事は賃金を支

払う雇用主の仕事であるという考えがまかり

通り、実際それが優先するのである。

　工場、事務所、そのほか労働機関で高い地

位にある人々の多くは一般に男性であるが、

この人たちは身近に必要な仕事はしていない。

それとは対照的に、女性は家庭の典型的な無

償労働である育児、炊事、裁縫、高齢者・病

人の介護、子供の教育、家の雑事をしている。

これは矛眉である。工業時代の男性の仕事は

抽象的で没個性的で組織的なものである。た

とえば工場の運営、事務所の文書作成、銀行

の金融業務、大学の研究がそれにあたる。こ

れに対し、女性の労働は具体的な目的をもち、

人間に関係したもの、基本的な人問の二一ズ

に関係のあるものである。

　次の3つの要素によって、男女の地位が逆転

しつつある。第1は、多くの工業国での意向調

査によれば、男性の価値よりも女性の価値の

ほうが高くなっていることである。工業化さ

れた現在の生活様式の危機は、男性の価値の

危機であるという考えが広まっている。第2は、

肉体的強靱性のゆえにこれまで男性が行なっ

てきた肉体労働を機械がするようになったこ

とである。第3は、将来の普通の労働について

は、男性が従事してきた継続的なフルタイム

雇用がモデルとなるのではなく、女性が行な
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っているように、パート・タイムの雇用労働、

家事労働、ボランティア労働、フル・タイム

の雇用労働を交替で行なうフレキシブルな混

合型のものになることである。

　疎外された活動としての労働

　雇用労働が他の形態の労働よりも優勢にな

るにつれて、労働の地位が低下するのは女性

層だけではない。定年退職者たちは社会に役

立つ人生が終わったと思うし、労働市場に参

入する資格のない未成年者は、社会に貢献で

きないと感じ、失業者は杜会から除け者にさ

れていると思う。高齢者、若者、失業者のい

ずれも、役に立つインフォーマルな労働に携

さわることもできない。労働者は雇用か、脱

落かの二者択一を迫まられる。雇用されるか、

失業するか。経済に貢献するのは雇用労働で、

雇用労働から外されれば、他の労働者に負担

をかける負い目を背負うことになる。

　経済学にとっての意味

　雇用労働にまつわる依存、リモート・コン

トロール、専門分化、労働の道具化、労働の

フォーマル化、男性偏重、疎外などの属性に

よって、経済、社会、個人は深刻な衰弱に陥

る。この論文の前段で述べた新しい政策が奨

励するのは、依存からの脱却、個人と地域の

自主管理、多能工化、各自目標を持つこと、

インフォーマル経済の重視、男女の価値の平

等化、すべての人に有用な仕事に就く機会を

保障する包容力を備えた新しい労働形態であ

る。

　雇用ではない新しい労働形態の普及は、思

考のシステムである経済学にとってどんな意

味があるか。

　実際、経済学の時代は雇用時代と一致して

いた。過去わずか200年の問に、雇用は労働の

主要な形態となり、ついに完全雇用（希望者

全貝に雇用を提供する）は政府の政策目標に

なった。同様に、わずか200年の間に、経済学

は人間問題を理解し管理する方法となり、経

済政策は政府の中心的政策となった。雇用の

時代が終わろうとしているとき、これは経済

学に何を意味するであろうか。

　たとえば、個人レベルでは、経済学は有償

労働、インフォーマルな家庭と家族の労働、

ボランテイア労働、余暇活動などの各種の組

み合わせのコスト・ベネフィットを評価する

学問になるであろうか。地域レベルでは、地

域経済が外部の国家や国際経済に依存する場

合と比較して、自給度（すなち地域の労働を

用いて地域の二一ズに見合う財とサービスの

生産）を変えるときのコスト・ベネフィット

の評価に役立つものになるであろうか。その

ほかにも、既成の経済学が無視してきた各種

の労働とそれに関運した人間活動の価値につ

いて、多くの研究課題が発生しでくる。経済

学が、雇用労働の支配的な工業時代の価値を

反映した短期の予測と投機の手段になってし

まうかどうかが問題である。また、経済専門

家が、杜会的公正と持続可能なエコシステム

の考察とともに、真の人間（ホモ・エコノミ

カスとしての人間ではなく）の広範な二一ズ

と活動を反映する選択の原理を開発すること

ができるかどうかが問題なのである。
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